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平成１８年度から
厚生労働科学研究費が変わります

１．研究類型を５つに整理します

２．研究費の執行を早めます

３．研究体制の強化を支援します

１．研究類型を５つに整理します
• これまで、「一般公募型」と「指定型」と少数の若手

育成枠しかなかった研究類型を次の５研究類型に
整理・創設します。

1. 一般公募型（従来の競争的枠組み）

2. 指定型（競争的環境では進まない政策的研究への従来の枠組
み）

3. 戦略型
– 研究の成果目標及び研究の方法を定め、選定された機関が実際に

研究を行う者や研究に協力する施設等を公募する枠組み（平成１７
年度から実施）

4. プロジェクト提案型
– 公募した研究計画を仮採択し、作成された詳細な研究計画を評価し、

研究を本格実施する枠組み（平成１８年度から実施予定）

5. 若手育成型（研究者の育成のための従来の枠組みを拡充）
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２．研究費の執行を早めます

• 研究費の執行が最短で６月になるように、次のよ
うな対策を講じています。

1. “ファーストトラック”の設定

– 申請書の不備がない等一定要件を満たす課題を優先
的に審査して、早期交付を実現します

2. 早期交付に必要なチェックリストを示します

– 早期交付のために、研究者が交付申請書を作成すると
きにチェックすべき項目を示します

• 平成１７年度も前倒しで執行し、６月で２４０件の研
究課題の研究費が、すでに交付されています。

３．研究体制の強化を支援します

• 高い学術レベルの研究成果が創出できる研究体
制を強化する次のような仕組みを取り入れました。

1. 若手研究者の育成の充実

– これまで２研究事業しかなかった若手枠を、１３研究事
業に増やしました。

2. 研究基盤を支援する専門家育成の支援

– 臨床研究などの研究計画の評価にあたり、「疫学・生物
統計学」の専門家が関与している研究を評価します。ま
た臨床研究における研究登録を推奨します。
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厚生労働科学研究費補助金配分機能の施設等機関への移管について

Ｈ１５．４ 総合科学技術会議 「競争的研究資金制度改革について（意見）」

厚生労働科学研究費補助金については、その規模を考えると、その実態を勘案しつつ独立した配分機関
にその配分機能を委ねる方向で検討する。

Ｈ１５．１０ 厚生科学審議会科学技術部会

厚生労働省の既存施設等機関の専門性に着目し、研究事業の内容に応じて、配分機関機能を付与する
方向で検討する。

H１７．１０ 厚生科学審議会科学技術部会

平成１８年度から試行的に下記３施設等機関へ業務を移管する。

国立がんセンター（第３次対がん総合戦略研究事業）

国立精神・神経センター（こころの健康科学研究事業）

国立保健医療科学院（地域健康危機管理研究事業）

平成２２年度からの国立高度医療センター独立行政法人化に向けて、試行的・段階的 業務
移管を継続

配分機能移管のための体制整備等に関し、長期的視野で検討する。
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平成19年4月

内閣府とりまとめ

省庁名 担当機関 制　　　　度　　　　名
Ｈ19年度予算額

（百万円）

本府 食品健康影響評価技術研究 364

364

本省 戦略的情報通信研究開発推進制度 2,950

新たな通信・放送事業分野開拓のための先進的技術開発支援 550

民間基盤技術研究促進制度 6,500

消防庁 消防防災科学技術研究開発制度 311

10,311

本省
独立行政法人日本学術振興会

科学研究費補助金 191,300

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事業(「社会技術研究開発事業」を含む） 48,626

本省 科学技術振興調整費 36,800

本省 世界トップレベル国際研究拠点形成促進プログラム 3,500

独立行政法人科学技術振興機構 革新技術開発研究事業 1,740

独立行政法人科学技術振興機構 先端計測分析技術・機器開発事業 4,800

独立行政法人科学技術振興機構 独創的シーズ展開事業 9,043

独立行政法人科学技術振興機構 産学共同シーズイノベーション化事業 1,800

本省 キーテクノロジー研究開発の推進 15,967

本省 地球観測システム構築推進プラン 573

本省 ２１世紀ＣＯＥプログラム 22,016

本省 グローバルＣＯＥプログラム 15,758

本省 原子力システム研究開発事業 5,205

独立行政法人科学技術振興機構 重点地域研究開発推進プログラム 8,273

独立行政法人科学技術振興機構 地域結集型研究開発プログラム等 3,479

368,881

本省 厚生労働科学研究費補助金 40,871

独立行政法人医薬基盤研究所 保健医療分野における基礎研究推進事業 7,498

48,370

新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業 4,677

生物系産業創出のための異分野融合研究支援事業 2,285

本省 先端技術を活用した農林水産研究高度化事業 5,220

本省 産学官連携による食料産業等活性化のための新技術開発事業 661

12,843

産業技術研究助成事業 5,892

イノベーション実用化助成事業 8,675

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機
構

石油･天然ガス開発利用促進型事業 1,204

本省 地域新生コンソーシアム研究開発 9,918

本省 革新的実用原子力技術開発費補助金 902

26,592

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機
構

運輸分野における基礎的研究推進制度 404

本省 建設技術研究開発助成制度 400

804

本省 環境技術開発等推進費 881

本省 廃棄物処理等科学研究費補助金 1,261

本省 地球環境研究総合推進費 2,960

本省 地球温暖化対策技術開発事業 3,302

8,404

476,569合　　　　計

小　　　　計

国土交通省

小　　　　計

環　境　省

小　　　　計

経済産業省

農林水産省

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開
発機構

小　　　　計

独立行政法人農業･食品産業技術総合研究機
構

       　　 　　　　       競争的資金制度一覧　(平成１９年度）　　　　        

厚生労働省

小　　計
内閣府

小　　　　計

総務省
独立行政法人情報通信研究機構

文部科学省

小　　　　計

小　　　　計
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（独）日本学術振興会の概要 

 
１．沿革 
昭和 7 年 財団法人日本学術振興会設立認可  
昭和 8 年 研究援助事業、産学協力研究事業開始  
昭和 34 年 若手研究者に対する支援事業開始  
昭和 35 年 外国人研究者招へい事業開始  
昭和 42 年 特殊法人日本学術振興会設立  
平成 7 年 研究者国際交流センター設置  
平成 8 年 日本学術振興会法改正  
平成 11 年 日本学術振興会法改正 

科学研究費補助金の一部移管  
平成 14 年 21 世紀 COE プログラム開始  
平成 15 年 学術システム研究センター設置 

独立行政法人日本学術振興会設立  
先端研究拠点事業開始  

平成 17 年 大学国際戦略本部強化事業開始 
 
 
２．事業予算 
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